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パナソニックで省エネ・創エネ・蓄エネ設備の事業企画・営業企画に従事。
近年、エネルギーマネジメントシステムやZEB推進部署を立ち上げ。
直近、自治体や中小企業の脱炭素支援を展開。
今後、脱炭素経営に対する自治体と中小企業の取組みを支援し、地域の活
性化に貢献してゆきます。

略
歴

自己紹介
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脱炭素経営と人・組織・まちづくりを支援します
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33世界のGHG排出量 平均気温２ 上昇以内に留める。
1.5 上昇以内に留める努力をする。

国連気候変動枠組条約（UNFCCC)パリ協定2015.12
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4我が国の温室効果ガス削減の中期目標と⾧期目標の経緯
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5SBTとは、、、（Science Based Targets）

■ パリ協定が求める水準と整合した、5年～10年先を目標年として企業が
設定する、温室効果ガス排出削減目標のこと。 
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6サプライチェーン排出量の算定方法 SBT
目標設定
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7
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Scope3(Scope1,Scope2以外の間接排出）

1社の削減がみんなの削減!

Scope
1&2
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ESG投資を支える情報開示の仕組み

投資家 プライム企業 取引先
中堅・中小

情報開示要請

気候変動リスク
報告

削減計画
コミット

整合性

スコア向上

質問状

削減活動のPR

気候変動関連情
報開示要求

CFP

製品別排出量算定要求
Scope3情報要求

情報提供

スコア情報提供 気候変動リスク
報告

8



TCFDとは、気候関連財務情報開示タスクフォースの略称。

気候変動が企業の財務に与える影響を評価・開示するための枠組み

2022年4月より適用開始。大企業対象に「CO2排出量の算定・報告」を拡大させた。

対象
国内プライム企業 約2,000社

開示内容

ESG投資を支える情報開示の仕組み



10 SBT認定を取得した日本企業からサプライヤーへの要請
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11脱炭素経営とは何か? 経営✕カーボンニュートラルである

PRから新たな成⾧への取組みへ
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



12経営✕カーボンニュートラル

大企業

消費者 超大企業

BtoBBtoC

中小企業

皆様の会社は、どんな感じですか?
＜雇用は?＞

・職場環境は?
・従業員のモチベーションは?
・従業員の定着率は?
・新規の採用は?

＜売上・利益の伸⾧は?＞
・市場の成⾧は?
・取引先の状況は?

＜生産性向上・コスト削減は?＞
・設備更新は?
・設備の増強は?

＜事業承継は?＞
・次世代への引き継ぎは?

カーボン
ニュートラル
で解決

経営課題
●取引先のニーズを先取り

・コストダウン
・高品質
・CO2排出量の削減

●新しい事業の柱をつくる
・新規顧客獲得
・新規雇用獲得
・従業員の成⾧

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



13カーボンニュートラルに取り組むメリット
中小企業が脱炭素経営に取り組むメリット

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



脱炭素に対応する?しない?

© 2023 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

14

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 
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今すぐ動こう、気温上昇を止めるために
（地球平均気温上昇を1.5℃に抑える）

気候変動による、大災害が続く世界の状況。
私達の子どもたちの世代に、今の地球を残して
あげたい。（事業を継続させたい）

2030年までに、
CO2排出量を５０％に削減する
＝ 地球平均気温を

1.5℃上昇に抑える

強みを活かす、気候変動のリスクをチャンスに、先行者優位を掴む ⇒ 新たな経営軸を創る

それが、脱炭素経営です。

省エネだけでは、達成不可能な場合がる

事業を再構築
ものづくりの先鋭化

中小企業が考えるべきこと

①差別化・競争力向上
②従業員の定着率向上、新規採用獲得

経営✕カーボンニュートラル

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



16 脱炭素経営 ＝ 経営✕カーボンニュートラル

経営

カーボンニュートラル
・「知る、測る、減らす」の活動
・CO2排出量の削減計画策定
（2030年まで年率4.2％で減らす目標）
（SCOPE1，2，3）

・SBT認証取得

・CO2排出量を低減した
①ビジネスモデルへの再構築
②ものづくりの方法を先進化

・2030年に向けた
事業方針や⾧期経営計画の策定

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



17脱炭素経営の取組み事例 加藤軽金属工業株式会社

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



18社内外の競争優位を形成するためにはどうすればよいか?

■サプライヤーと顧客への交渉力を拡大させるためには、、、
■新規参入や代替品の障壁を高くするためには、、、
■汎用な製品では限界では、、、
■CO2排出量の情報開示が必要。
■材質等の差別化が必要。
■経営層主導⇒現場主導へシフト。意識改革。モチベーションアップ。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN
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SBT認定取得で競争優位性を構築する

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

自社自社

新規参
入先

新規参
入先

取引先取引先

競合先競合先

調達先調達先

■調達先は要請やアンケートに対応
□CO2排出量報告（Scope１,２）
□製品別CO2排出量報告
□CO2排出量削減（●●％）
□勉強会への参加
□今のところなし
□今後来る可能性あり
□情報なし

■調達先が準備開始
□CO2排出量算定
□CO2排出量の削減
□今のところ取り組みなし
□情報なし

■取引先より要請やアンケート回答
□CO2排出量報告（Scope１,２）
□製品別CO2排出量報告
□CO2排出量削減（●●％）
□勉強会への参加
□今のところなし
□今後来る可能性あり
□情報なし

■取引先が準備開始
□CO2排出量算定
□CO2排出量の削減
□今のところ取り組みなし
□情報なし

□SDGｓに取り組んでいる?
□CO2排出量算定・削減に取り組んでいる?

□SDGｓに取り組んでいる?
□CO2排出量算定・削減に取り組んでいる?

まず、自社を取り巻く環境を「知る」ことから始める
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●民間企業のCO2排出量算定ツールを導入し、CO2排出量を算定。
● 可視化はできたものの、削減対策に繋がる示唆を出せず。
●省エネ診断によるCO2排出量の分析を実施。
●運用上の無駄と設備の劣化を対策。2.70%のCO2排出量を削減余地が判明。

CO2排出量の見える化、その先は、どうするの?

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



21
絞り込んだ削減対策を、何から始めるのか?

●13個の削減対策に優先順位付け。
●削減対策の導入難易度と導入コストで比較。
●削減対策の導入コストは、事前に閾値を検討。
●脱炭素経営に投資可能金額を経営判断で決定。その金額を閾値に設定。
●脱炭素経営に向けた貯蓄を行う。設備更新等の大きな投資に備える。
●経営層と合意された予算感と計画的な貯蓄を考慮。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN
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新規参入

サプライヤー

代替品

顧客競合

交渉力 交渉力

脅威

脅威

自社

「グリーンアルミ」証明書

CO2排出量の抑制で競争優位性を構築する

徹底した省エネ・脱炭素

再エネ切り替えの支援

同業他社との共同運航便

共同リサイクルシステム構築

低炭素材料の共同購入

 グリーンアルミ等の取組を通した先進的な企業イメージの獲得による
優位性の 構築 
 電力使用量の削減により、光熱費を削減 
 事業拡大とCO2排出削減を両立した新規事業の創出

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



23グリーン電力証書で「グリーンアルミ」の証明書を発行

製造工程のうち、
グリーン電力証書で賄える
製造工程（外注鋳造工程、本社工場内工程）を
通常工程に比べて、
CO2排出量を９５％削減。
「グリーンアルミ」として証明書を発行。

新事業創出で、
①ブランド力向上し、
②事業も拡大
③CO2排出量は削減。

経営✕カーボンニュートラル＝脱炭素経営経営✕カーボンニュートラル＝脱炭素経営
中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



24脱炭素経営の取組み事例 八洲建設

八洲建設株式会社は、 2014年に取得した
ISO14001認証 を皮切りに、SDGs宣言やSBT認定
取得等、これまで積極的に脱炭素経営に取り
組んできました。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



25情報収集から、事業環境分析し、あるべき姿の作り込み

 脱炭素社会への移行により、取引先からの脱炭素化対応の要請が強ま
り、競争が激化することを予見
 経営理念を踏まえ、脱炭素経営の方向性を検討 
 モノ(建物)からコト(持続可能な社会形成)に提供価値を転換し、脱炭素

な街づくりの実現を目指した脱炭素経営方針を設定
●経営企画部に産官学連携事務局を設置し、環境省や自治体、大手ゼネコン企業、業界団体

等の公示情報から、各団体のカー ボンニュートラルに向けた目標や取組等の情報を収集。 
●脱炭素社会への移行に伴う事業環境変化を分析。

「顧客からの脱炭素要請の高まり」
「グリーン建材化・再生材料への転換によるサプライ ヤーの価格交渉力の強まり」
「地域の同業他社との脱炭素に向けた投資、ブランディング競争の激化」 

●事業環境の変化をチャンスと捉え、建物を建てて終わり  建材の調達から建物の利用まで
含めたカーボンニュートラルを目指す。

●建設/工事現場や建物を利用するお客様の協力。
●脱炭素社会に向けた生活スタイル(コト)も合わせて提供できる建物を作る。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



26CO2排出量の見える化、経理データ⇒重機稼働で精緻化
●自社のCO2排出量は、

・設計や施工計画等の開発・管理業務を行う「管理部門」
・土木や建築工事の施工を行う「現場部門」

●「管理部門」のCO2排出量は、中小企業向けSBT認定取得時(2020年)に、
営業車等に係る燃料や本社・支店の電気を対象に、使用料金等の
経理データからCO2排出量を既に算定。（SCOPE1、2)

●事業所の中で、最もCO2排出量が多い拠点が本社と判明。
●「現場部門」のCO2排出量算定を経理データ 重機稼働時間による算定

を実施。

＜専門工事業者に協力要請 作業日報の改良＞
●現場で稼働する機械の稼働時間(活動量)に、機械毎の排出原単位(係数)を乗算し算定。
●作業日報に“機械情報(使用機械、諸元)”と“稼働情報 (台数、稼働時間)”を追加する改良。
●朝礼時に業者へ必要情報を記入する用紙を配布し、終業時の作業報告で回収。
●電子化した作業日報に入力 自動でCO2排出量を集計する。

日報の記入方法の改善について、
専門工事業者に
算定方法を説明の様子

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



27既存建築物の本社ビルのZEB化（ゼロ・エネルギー化）

本社のZEB化イメージ

●「管理部門」は、CO2排出量が最も多い本社のZEB化を目指す。
●2023年度中にBELS認証の『ZEB』を達成させる見込み。
●ZEB化した本社をモデルルームとし、脱炭素経営の取組を外部にアピールし、

売上向上につなぐ。

ZEB:ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング
・太陽光発電導入や設備の省エネ化で、実質エネルギー消費量をゼロにする。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



28品質向上・ブランド力向上・人材獲得力向上
● 社内や協力業者に向けた普及活動が、意識醸成に繋がり、

施工品質の向上に繋がった。
● 脱炭素経営の取組を外部に情報発信することで、

知名度と認知度が向上。
●脱炭素経営の取組に興味・関心を抱く採用候補者の増加により、

人材獲得力も向上した。 中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

八洲建設
カーボンニュートラルへ向けた
トランジション戦略より抜粋© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



29脱炭素経営の推進体制を明確化

カーボンニュートラルへ向けたトランジション戦略より抜粋
https://www.yashimaltd.com/whatsnew/60

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



SBT申請とは 30

SBT（Science Based Targets）は、パリ協定が求める地球温暖化基準を達成
するための削減目標について、科学的根拠に基づいた温室効果ガス
（GHG）削減目標を設定し、それを国際的な基準に照らし合わせて認定す
る枠組みです。

企業が、パリ協定の目標に整合する持続可能性に配慮した意識の高い企業であることを
ステークホルダーにアピールすることができる。

運営機関:SBTi



企業に広がる脱炭素化 SBT認定数が急増しています 31
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中小企業版
SBT認定数
704社



32
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中小企業向けSBT認証（概要）
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中小企業向けSBT認証（要件）

３項目以上を満たさなければならない



34脱炭素経営の取組み事例 株式会社おぎそ

●食器中にAL2O3（アルミナ）を30％含有させた丈夫なリサイクル高強度磁器食器の販売元。
●全国の学校給食市場で廃棄されている食器の欠けを自主回収し、原料として再利用する

リサイクル食器事業を考案し事業化。
●首都圏を中心に食器を納品し市場。
●廃PETボトルでリサイクルPET樹脂食器を事業化。
●「小売店事業（関東・中部・関西で9店舗）」に参入し、店頭でおぎそ製リサイ クル

食器を紹介。消費者に食器の再生利用を勧めている。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



35食器のリサイクル事業⇒リペア事業で、さらに脱炭素化

● コロナ禍で疲弊したサプライチェーンを活性化するために、新たな脱
炭素の取組み『リペア 事業』を考案。

●顧客からの「どれだけ削減できるのか」という質問に回答できず、CO2
排出量算定の必要性を痛感

●サプライチェーン排出量の算定を行い、『リペア事業』によるCO2削
減量の可視化と、自社のCO2排出量の削減対策を打ち出すことを目的に
取り組みを開始

●顧客である老舗ホテル には、⾧期使用によりデザインが剥がれ落ち、傷ついた食器が大量に
保管されていることが判明。

●食器の表面を削り、その上から再度絵付け。新品同様の食器に生まれ変わる。
●リペア事業では、食器の製造工程の主な排出源である「素焼き」と「本焼成」を省略する

再生ものづ くり事業を産地内に興すことができる。
●現状のリサイクル食器づくり以上の排出量の削減が期待できる。
●原料サプライヤーの供給に依存しない再生ものづくり生産が実現。
●サプライチェーンに影響を与える
      「顧客(買い手) からの脱炭素要請の高まり」
      「サプライヤー(売り手)の価格交渉力の強まり」という変化に対応できる。
●産地には新たな絵付け加工の需要を生み出し、サプライチェーンを活性化。
●三方良しの事業であると確信。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



36リペア事業のCO2削減量の可視化、脱炭素経営を実践
●リペアした食器で削減できるCO2排出量の可視化が課題。
●「リペア処理によってどれだけのCO2が削減できるのか」という質問に

対して答えを持ち合わせておらず、ホテルの上層部への上申が思うよ
うに進まなかった。

●自社のCO2排出量の削減にも積極的に取組、一貫性を持って経営してい
くことも必要。 

●自社のCO2排出量削減のための対策を打ち出す。
●リペア事業によるCO2削減量の可視化 を行う。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



37
CO2排出量の見える化、推計や算定対象外化も検討

● 「算定・報告・公表制度における算定対象活動」を参考に、自社で使用し
ているエネルギーを洗い出し。

●「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラ
イン」を参考に、自社の活動が該当するカテゴリを明確化。

●必要なデータは、ガソリン、灯油、電気それぞれの使用量。これらは顧問
税理士に依頼することですべて取得可能。

●各月利用金額の情報しかなかったため各燃料の月額単価から使用量を推計。

●『カテゴリ1 購入し た製品・サービス』で購入した食器のCO2排出量を算定
する際には、陶磁器研究機関である岐阜県セ ラミックス研究所が保持する
リサイクル強化磁器のLCAデータを取得し、より高精度な算定。

●『カテゴリ9 輸送、配送（下流）』では、全国の輸送先までの輸送距離と配
送量データを取得する必要。全国各地に個人から企業まで数多くの顧客がい
るため、データ取得のための時間と労力が大きくかかることが判明。

●従来のリサイクル食器と新規のリペア食器の”CO2排出量の差”を明らかにす
ることが目的であったため、両者に共通する輸送、配送の算定は不要と判断
し算定対象外とした。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



38SCOPE1,2,3別や事業別のCO2排出量を算定
●燃料の使用によるものが73.03t、電気の使用によるものが 27.21t、サプライ

チェーン排出量で575.49tのCO2を排出。
●リペア事業のCO2削減量を試算。
●リサイクル食器とリペア食器の製造から回収までの工程を1つのサイクルと

し、器を1t生産する場合のCO2排出量を工程ごとに試算、比較し、CO2削減量
を可視化。

●リペア食器の製造で行う「研磨」作業は、リサイクル食器製造には存在しな
い工程であったため、1tの食器を研磨する際の電気使用量を概算してCO2排
出量を試算。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋
© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN
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●従来のリサイクル食器づくりと比較したリペア食器づくりでは、
食器1tあたり約3.3tのCO2削減見込みがあることが判明。

●リペア食器の高い脱炭素貢献性を陶磁器業界に向けて示す。
●「収集できるデータで算定可能か」という視点と、

「算定方法に合致 したデータが収集可能か」という視点の両方を持つことで、
余計なデータ収集に時間を費やすリスクや、算定範囲を見落とすリスクを
軽減することができる。

SCOPE1,2,3別や事業別のCO2排出量を算定

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集より抜粋

カーボンフット
プリント

カーボンフット
プリント
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カーボンフットプリント（CFP) 40
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BtoB

BtoC

製品あたりのライフサイクルフロー図
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SCOPE３の算定の方法

①関係する取引先から
排出量の提供を受ける方法

活動量
・金額ベース
・物量ベース

排出原単位
・環境省DB Ver3.4
・IDEA ver2,3

②活動量 ✕ 排出原単位
で算出する方法

排出原単位データベース | 
グリーン・バリューチェーンプラットフォーム | 環境省 (env.go.jp)

Supply-chain_A3.pdf (env.go.jp)
＜マンガで見るサプライチェーン排出量＞

取引先への製品の排出量を
算定する必要がある。

難

易

✕
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ご参考! データ収集項目とデータ収集先



カーボンフットプリント（CFP） 43
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製品あたりのCO2排出量の算出結果を公表



さらに、
精緻化



スコープ１

スコープ２

カテゴリ１

カテゴリ２

カテゴリ３

カテゴリ４

カテゴリ５
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カテゴリ７

カテゴリ８

カテゴリ９

カテゴリ１０

カテゴリ１１

カテゴリ１２

カテゴリ１３

カテゴリ１４

カテゴリ１５

S３
カテゴリー１

S２

S３:
３０８６７t

S２

物量ベース金額ベース

スコープ１

スコープ２

カテゴリ１

カテゴリ２

カテゴリ３

カテゴリ４

カテゴリ５

カテゴリ６

カテゴリ７

カテゴリ８

カテゴリ９

カテゴリ１０

カテゴリ１１

カテゴリ１２

カテゴリ１３

カテゴリ１４

カテゴリ１５

S３:
３６８９t

S２

４２６７１t １５４９３t

６４％
削減S3;

カテゴリー１
２７３４１t

１６１５t



製品C

製品B

製品A

製品D

クーリングタワー生産設備用
エアー
コンプレッ
サー

生産設備用チラー空調用室外機

照明設備空調用室内機

全館
クリーンルーム

場所は、
東南アジア

日本の本社で
CO2排出量を
とりまとめ
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２．課題:CO2排出量の見える化と削減目標策定

３．対応:SBT認証・CFP算定・CNロードマップ策定・PR
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課題:SCOPE１,２のCO2排出量の見える化



49Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

44:二酸化炭素分子量、12:炭素原子量

GJに換算
炭素（C）に換算

二酸化炭素に（CO2）に換算

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



50Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

備考算定時の単位伝票の単位区分
1,000倍kL（キロリットル）l（リットル）ガソリン
1,000倍kL（キロリットル）l（リットル）軽油
1,000倍kL（キロリットル）l（リットル）A重油

ーt（トン）t（トン）LPG
1,000倍

N:気温(15℃),
気圧(2kPa),低圧

供給のとき

1,000N㎥
（ノルマルリューベ）

㎥
（リューベイ）

都市
ガス

ーkWh
（キロワットアワー）

kWh
（キロワットアワー）

電気

まずは、請求書等の伝票記載の単位から、算定用の単位に変換しましょう。

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



51Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

プロパン
ガス

「単位発熱量」
（GJに換算）

車両

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



52Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

「炭素」排出係数
（tCに換算）

プロパンガス

車両

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



53Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

「単位発熱量」
✕

「炭素排出係数」
✕

「44/12」

排出係数

便利

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



54Scope1(事業者自らによる温室効果ガスの直接排出）

排出量の算定（例１:燃料:A重油の使用の場合）

例）一年間使用したA重油の使用量を500(kL)と仮定し、試算すると、、、

算定式

CO2排出量CO2換算炭素排出係数発熱量A重油使用
量

1,354.815
（tCO2）

44/12
（tCO2/tC）

0.0189
（tC/GJ）

39.1
（GJ/kL）

500
（kL）

ボイラー等

✕ ✕ ✕ ＝

A重油の使用によるCO2排出量（tCO2）は1,355（tCO2）となるA重油の使用によるCO2排出量（tCO2）は1,355（tCO2）となる

排出係数
2.71tCO2/kL✕ ＝ 1,355tCO2

通常は排出係数を
用いて計算します。

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN
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(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

Scope2

Scope２

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



56Scope2

毎年更新されます

（R4報告分）

(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



57

排出量の算定（例６:電気の使用の場合）

例）一年間使用した電気の使用量を312,500(kWh)と仮定し、
関西電力の排出係数で試算すると、、、

算定式

CO2

排出量
排出係数

(関西電力）
電気

使用量
113.125
（tCO2）

0.000362
（tCO2/kWh）

312,500
（kWh）

✕ ＝

電気の使用によるCO2排出量（tCO2）は113.125（tCO2）となる電気の使用によるCO2排出量（tCO2）は113.125（tCO2）となる

(他社から供給された電気・熱・蒸気使用に伴う間接排出）

R2年度の実績値R3年度の実績値

Scope2

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



中小機構支援ツール シート① 燃料・電力の使用量を入力 58
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中小企業版SBT認証
年率4.2％
2030年に42％削減

国:46％(2030年)
所属業界:00％(2030年)
自治体:00％(2030年)

川上企業
取引先からの要請
2030年CN達成(Apple)

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

課題:CO2排出量削減目標の策定

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



中小機構支援ツール シート② SBT目標を確認 60
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目標設定の前に、削減余地を知り、計画を練る必要あり 61

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

再生可能エネルギーを購入?

成⾧余地

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

削減余地を把握

削減計画

４２％削減

売上拡大
基調か?
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対応:SBT認証・CFP算定・CNロードマップ策定・PR

売上拡大型売上維持型
増加現状維持顧客側の需要
増加現状維持売上金額
増加限定的設備投資
向上現状維持生産性
増加現状維持CO2排出量
減少現状維持CO2排出量/製品
困難しやすい目標達成

●中小企業の中⾧期の売上見込みにより、CNへの対応が異なります。

SBT認証取得 CFP算定
目指す
対応策

売上拡大型

売上維持型

基準年 目標年

CO2排出量
売上＝CO2排出見込

売上＝CO2排出見込

50%削減

30%削減
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SBT認証とCFP算定の違い

●SBT認証は比較的容易に取得可能。
●CFPはSCOPE３の算定に手間。

CFP算定中小企業版SBT認証取得
自由に設定42%～50％削減CO2削減目標設定

必要必要第三者認証
複雑（高価）容易（1250ドル）申請手続き（費用）

SCOPE1,2,3
（BtoBは自社生産まで）SCOPE1,2CO2排出量の算定

無し有り申請要件
●CO2原単位が明確化で

取引先が算定し易い
●従来や他社と比較提

案もできる
●SCOPE1,2のCO2削減目

標％と値が明確

●SCOPE1,2のCO2
削減目標％と値が明確

取引先への効果



65

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

出典:2020年豊田合成のCO2削減のロードマップ

CNロードマップ策定・PR

●何を、何時、どのように、CO２排出削減活動を実施してゆくか。
●誰が、誰と、どのように、CO2排出削減の計画を作るか。
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支援策:CO2排出量削減計画の策定 67

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

２
測る

３
目標設定

４
分析

５
削減計画
の策定
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SCOPE１,２のCO2排出量の削減余地を探る 68

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

２
測る

カーボンフットプリントの算定

設備毎の「定格能力✕稼働時間」で削減余地を把握

SCOPE1,2の見える化

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN



・系統電力会社の
見込削減係数の確認

工場⾧

削減手法

・再エネ設備導入効果・費用見
積・再エネ証書見積

（工程改善・設備導入計画立
案）現状

CO2排出量

再エネ

省エネ

自然
減少

（BAU）
系統電力係数の改善など

69

削減計画の全体像

事業ポートフォリオの
検討

各事業のビジネスモデ
ルの検討

個別製品のデザインの
検討

プロセスフローの見直
し

個別の製造プロセスの
見直し

再エネ設備の導入
再エネ証書の購入

電力会社のグリーン化計画と排出係数の影
響を調査

詳細・留意点など オーナー

経営層

経営層

開発部

工場⾧

排出量が多い事業から脱炭素実
現に貢献できる事業への比重シ
フト等
モノの製品・販売からサービス提
供への転換等
小型化、リサイクル可能な設計等

リサイクル品の活用、調達先の変
更等
省エネ設備の導入、排熱回収等

追加性を重視
カーボンオフセットは活用でき
ない

４
分析



事業拡大とカーボンニュートラルを両立させる 70

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

低炭素事業のウエイトアップ Scope3のCO2排出量を削減

売上は拡大 Scope1,2は、省エネで増加抑制

新商品展開、生産工程への再投資（経営計画に直結）
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４ 分析 71

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

４
分析
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燃料・電力別のエネルギーフローを作成 72

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

４
分析
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中小機構支援ツール シート③ 設備・工程毎エネルギー量を把握



省エネお助け隊 74
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省エネお助け隊 75
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中小機構支援ツール シート④ 診断結果を確認 76
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競争優位を構築する 77

環境省2023年3月「SBT等の達成に向けたGHG排出削減計画策定ガイドブック」より抜粋

生産工程への
再投資で
CO2排出量
を削減

・サゲル
・カエル
・ナオス
・ヤメル
・ヒロウ
・トメル

※ヒロウ:回収、リサイクル

４
分析
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中小機構支援ツール シート④ 脱炭素経営の課題抽出 78
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５ 削減計画の策定 79

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

５
削減計画
の策定
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５ 削減計画の策定（省エネ面） 80

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 

５
削減計画
の策定
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削減計画を策定 81
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推進体制を構築 82
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83脱炭素経営で目指すべき姿

SBT(中小企業版）に取組む
基準値
１００％

基準年
現在

2030年 20５0年０

50%

50％ 2018年
４６％ 2019年
４２％ 2020年～

目標
設定

ほぼ０％

差別化、競争優位、交渉力強化
雇用対策、事業承継

CO₂を排出しない
企業となる

経営計画策定・投資計画策定

・省エネ、創エネ、蓄エネ、EV化
・GXものづくり先鋭化
・GX新ビジネス、事業再構築

「CO₂を排出しない企業」となるために、
見える化～目標設定～削減計画～事業再構築する

売上とCO₂排出削減の
両立が前提

事業存続事業存続



脱炭素に対応する?しない?（再掲）

© 2023 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

84

中部経済産業局・中小機構の「カーボンニュートラル 達成に向けての手引き書 Ver.1.0」より抜粋 



85中小企業の脱炭素経営の取組み方法

取引先

調達先

コミュニ
ケーション

自社を取巻く
環境・状況を
掌握する 準

備

本
格
化

見える化
SCOPE1、２

見える化
SCOPE３

カーボンフットプリント
（CFP)

目標設定

省エネ診断

削減策検討

カーボン
ニュートラル

基本計画

カーボン
ニュートラル

実施計画

プロジェクト
チーム発足

脱炭素
委員会

意思決定

知る 測る 減らす

本
格
化

専門家による伴走支援専門家による伴走支援

ロードマップ作り

・待ったなし?
・猶予あり?
・どこまで取組む

べきか?



86中小機構のカーボンニュートラル支援

経営✕
カーボンニュートラル

●CO2排出量の算定方法?
●CO2排出量を削減したい
●補助金は?

●カーボンフットプリントは?
●脱炭素の新規事業は?
●SBT認証を取得したい
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87中小機構のカーボンニュートラル支援

© 2024 Organization for Small & Medium Enterprises and Regional Innovation, JAPAN

中小企業版
SBT認証取得支援

削減計画の策定/CFP策定/
ロードマップ策定支援



88
中小機構のカーボンニュートラルのハンズオン支援

●CO2排出削減方法の検討
・生産面、新商品面、調達面、他

●推進体制の構築
●脱炭素経営ロードマップ策定
●社内外への脱炭素経営の浸透

経営✕カーボンニュートラル
●CO2排出量の算定～脱炭素経営課題の抽出
●オリジナルの簡易診断シートを用いて伴走支援
●中小企業版SBT認証取得支援も対応
●CFPの算定支援
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89

出典

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/sup
ply_chain/gvc/intr_trends.html

https://ondankataisaku.env.go.jp/carb
on_neutral/

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック
ー温室効果ガス削減目標を達成するためにー

https://www.env.go.jp/earth/SMEs_ha
ndbook.pdf

環境省脱炭素経営導入ハンドブック
https://www.env.go.jp/content/000114653.
pdf

ご清聴ありがとうございました。

中小規模事業者向けの脱炭素経営導入事例集
https://www.env.go.jp/content/000114657.pdf

カーボンニュートラル達成に向けての手引き書 Ver.1.0
https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/g
uidance.pdf

八洲建設株式会社
カーボンニュートラルへ向けたトランジション戦略
https://www.yashimaltd.com/whatsnew/60

SBT等の達成に向けた GHG排出削減計画策定ガイ
ドブック （2022年度版）
https://www.env.go.jp/content/000116060.pd
f
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